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(百万円未満切捨て)

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 1,011,829 0.8 90,457 10.6 101,704 11.6 72,037 26.3
2024年３月期第３四半期 1,003,363 4.7 81,814 18.4 91,172 10.4 57,054 －

(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 75,451百万円(△59.1％) 2024年３月期第３四半期 184,498百万円( 2.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 147.34 146.72

2024年３月期第３四半期 116.52 116.07

(注) 2024年１月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益」を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 6,563,388 1,054,127 13.8
2024年３月期 6,460,930 1,011,176 13.5

(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 908,112百万円 2024年３月期 872,230百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 25.00 － 27.00 52.00
2025年３月期 － 29.00 －
2025年３月期(予想) 29.00 58.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2024年１月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、「年間配当金」を算定しております。

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 125,000 6.6 80,000 10.9 163.38

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料Ｐ８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注
記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 492,113,280株 2024年３月期 492,113,280株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 4,227,436株 2024年３月期 2,459,140株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 488,933,970株 2024年３月期３Ｑ 489,655,095株

(注) 2024年１月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中
平均株式数」を算定しております。
当社は「株式給付信託（BBT-RS）」制度を導入しており、期末自己株式数については、「株式給付信
託（BBT-RS）」制度として信託が保有する当社株式（2025年３月期３Ｑ 1,850,700株）を含めており
ます。また、期中平均株式数（四半期累計）の計算において控除する自己株式については、「株式給
付信託（BBT-RS）」制度として信託が保有する当社株式（2025年３月期３Ｑ 802,744株）を含めてお
ります。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。ま

た、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

(決算補足説明資料の入手方法)

・決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しており、また、当社ホームページにも掲載しておりますので、

あわせてご参照ください。

なお、2025年２月12日（水）に決算説明会の開催を予定しております。
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１．経営成績等の概況

※「１.経営成績等の概況」において、億円単位で記載している金額は億円未満を四捨五入しております。

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比85億円（0.8％）増加し１兆118億円、売上総利益はスペシャルテ

ィ事業及び国際事業での増益を主因に前年同期比179億円（9.4％）増加し2,085億円となりました。

販売費及び一般管理費は、前年同期比93億円（8.6％）増加し1,180億円となりました。主な要因は、国際事業の人

件費及び物件費の増加であります。

営業外損益は前年同期比19億円（20.2％）増加し112億円の利益となりました。主な要因は、為替差益及び持分法

による投資利益の増加であります。

これらにより、経常利益は前年同期比105億円（11.6％）増加し1,017億円となりました。

また、特別損益は投資有価証券売却益を主因に前年同期比95億円（557.0％）増加し112億円の利益、法人税等は前

年同期比57億円（21.6％）増加し323億円、非支配株主に帰属する四半期純利益は前年同期比７億円（7.2％）減少し

86億円となりました。

この結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比150億円（26.3％）増加し720億円となりました。

なお、12月決算会社である主な海外子会社・海外関連会社の連結財務諸表作成にかかる期中平均の為替レートは、

当第３四半期連結累計期間151.44円／米ドル（2024年１月～９月）、前第３四半期連結累計期間138.25円／米ドル

（2023年１月～９月）であります。

（セグメント別業績の概況）

セグメントの業績は次のとおりであります。

各セグメントにおける売上高については「外部顧客に対する売上高」の金額、セグメント利益については「報告セ

グメント」の金額を記載しております。

[国内リース事業]

売上高は前年同期比104億円（3.0％）減少し3,329億円、セグメント利益は１億円（0.8％）減少し172億円とな

りました。セグメント資産残高は前期末比518億円（4.1％）減少し１兆2,217億円となりました。

[オートモビリティ事業]

売上高は前年同期比335億円（12.8％）減少し2,287億円、セグメント利益は８億円（5.5％）増加し148億円とな

りました。主な増益要因は、リース満了車両の売却益の増加及びレンタカー事業における貸渡単価向上による利益

率の上昇であります。セグメント資産残高は前期末比206億円（4.3％）増加し4,996億円となりました。

[スペシャルティ事業]

売上高は前年同期比204億円（9.0％）増加し2,470億円、セグメント利益は74億円（30.7％）増加し314億円とな

りました。主な増益要因は、航空機事業における機体売却益の増加であります。セグメント資産残高は前期末比52

億円（0.2％）増加し２兆8,305億円となりました。

[国際事業]

売上高は前年同期比310億円（24.6％）増加し1,572億円、セグメント利益は31億円（46.6％）増加し97億円

となりました。主な増益要因は、為替差益の増加であります。セグメント資産残高はデータセンター事業への投

資増加を主因に前期末比669億円（8.1％）増加し8,896億円となりました。

[環境インフラ事業]

売上高は前年同期比12億円（2.6％）増加し454億円、セグメント利益は27億円（77.3％）減少し８億円となり

ました。主な減益要因は、発電事業において前年同期に計上した一過性利益の反動減及び海外新規投資案件の資

金コストの負担増加であります。セグメント資産残高は前期末比114億円（4.1％）増加し2,853億円となりまし

た。



東京センチュリー株式会社(8439) 2025年３月期 第３四半期決算短信

3

セグメント利益

(単位：億円)

セグメントの名称
前第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結累計期間

増減

金額 率(％)

報告セグメント

国内リース事業 173 172 △1 △0.8

オートモビリティ事業 141 148 8 5.5

スペシャルティ事業 240 314 74 30.7

国際事業 66 97 31 46.6

環境インフラ事業 35 8 △27 △77.3

報告セグメント計 656 739 83 12.7

その他・調整額 △85 △19 66 －

四半期連結損益計算書計上額 571 720 150 26.3

セグメント資産残高

(単位：億円)

セグメントの名称
前連結

会計年度末

当第３四半期

連結会計期間末

増減

金額 率(％)

報告セグメント

国内リース事業 12,735 12,217 △518 △4.1

オートモビリティ事業 4,790 4,996 206 4.3

スペシャルティ事業 28,253 28,305 52 0.2

国際事業 8,227 8,896 669 8.1

環境インフラ事業 2,739 2,853 114 4.1

報告セグメント計 56,744 57,266 522 0.9

その他 460 451 △9 △1.9

セグメント資産残高合計 57,204 57,718 513 0.9

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前期末比1,025億円（1.6％）増加し６兆5,634億円、セグメント資産

は前期末比513億円（0.9％）増加し５兆7,718億円となりました。負債合計は、前期末比595億円（1.1％）増加し５

兆5,093億円、有利子負債は、前期末比1,068億円（2.2％）増加し４兆8,558億円となりました。

純資産合計は、前期末比430億円（4.2％）増加し１兆541億円となりました。この結果、自己資本比率は前期末に

比べ0.3ポイント上昇し13.8％となりました。

なお、12月決算会社である主な海外子会社・海外関連会社の連結財務諸表作成にかかる期末の為替レートは、当第

３四半期連結会計期間末142.82円／米ドル（2024年９月末）、前連結会計年度末141.82円／米ドル（2023年12月末）

であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年５月14日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 193,859 207,921

割賦債権 167,071 171,063

リース債権及びリース投資資産 1,391,310 1,398,113

営業貸付債権 435,091 401,446

営業投資有価証券 407,050 410,936

賃貸料等未収入金 63,886 79,334

有価証券 809 100

棚卸資産 36,712 31,427

その他の流動資産 246,947 274,976

貸倒引当金 △3,859 △3,744

流動資産合計 2,938,879 2,971,574

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 2,496,294 2,511,125

賃貸資産前渡金 93,965 103,141

その他の営業資産 244,938 272,680

建設仮勘定 33,230 25,159

社用資産 27,552 29,689

有形固定資産合計 2,895,981 2,941,796

無形固定資産

賃貸資産 2,525 2,846

のれん 72,924 71,939

その他の無形固定資産 39,638 40,909

無形固定資産合計 115,088 115,696

投資その他の資産

投資有価証券 404,150 421,575

破産更生債権等 7,627 7,316

繰延税金資産 24,170 18,682

退職給付に係る資産 270 281

その他の投資 77,641 88,841

貸倒引当金 △4,790 △4,415

投資その他の資産合計 509,069 532,281

固定資産合計 3,520,140 3,589,774

繰延資産 1,911 2,038

資産合計 6,460,930 6,563,388
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 216,852 165,168

短期借入金 412,825 367,776

1年内償還予定の社債 240,695 222,996

1年内返済予定の長期借入金 732,254 723,079

コマーシャル・ペーパー 343,609 244,993

債権流動化に伴う支払債務 9,000 9,600

1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払債務 2,460 2,440

未払法人税等 12,047 13,274

割賦未実現利益 15,463 16,712

賞与引当金 4,042 2,973

役員賞与引当金 470 320

役員株式給付引当金 － 109

その他の引当金 237 281

その他の流動負債 152,124 150,558

流動負債合計 2,142,083 1,920,285

固定負債

社債 978,673 1,087,005

長期借入金 2,025,626 2,195,859

債権流動化に伴う長期支払債務 3,850 2,010

繰延税金負債 56,200 56,573

役員退職慰労引当金 346 339

役員株式給付引当金 － 46

メンテナンス引当金 717 728

その他の引当金 659 1,429

退職給付に係る負債 11,381 11,954

その他の固定負債 230,215 233,027

固定負債合計 3,307,671 3,588,974

負債合計 5,449,754 5,509,260

純資産の部

株主資本

資本金 81,129 81,129

資本剰余金 56,199 56,247

利益剰余金 524,903 569,517

自己株式 △1,599 △4,625

株主資本合計 660,631 702,269

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 37,994 34,852

繰延ヘッジ損益 9,839 6,235

為替換算調整勘定 163,105 164,129

退職給付に係る調整累計額 658 625

その他の包括利益累計額合計 211,598 205,843

新株予約権 2,240 2,540

非支配株主持分 136,704 143,474

純資産合計 1,011,176 1,054,127

負債純資産合計 6,460,930 6,563,388
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

売上高 1,003,363 1,011,829

売上原価 812,846 803,369

売上総利益 190,516 208,460

販売費及び一般管理費 108,701 118,003

営業利益 81,814 90,457

営業外収益

受取利息 388 690

受取配当金 1,039 1,170

持分法による投資利益 13,317 14,322

為替差益 348 1,738

その他 710 850

営業外収益合計 15,804 18,773

営業外費用

支払利息 5,864 7,082

その他 581 443

営業外費用合計 6,446 7,526

経常利益 91,172 101,704

特別利益

投資有価証券売却益 760 11,634

子会社株式売却益 1,046 －

その他 95 146

特別利益合計 1,902 11,781

特別損失

投資有価証券評価損 0 350

災害による損失 59 －

その他 135 213

特別損失合計 195 564

税金等調整前四半期純利益 92,879 112,921

法人税等 26,558 32,282

四半期純利益 66,321 80,638

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,267 8,600

親会社株主に帰属する四半期純利益 57,054 72,037
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 66,321 80,638

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 10,107 △2,561

繰延ヘッジ損益 4,581 △4,302

為替換算調整勘定 97,053 435

退職給付に係る調整額 160 △29

持分法適用会社に対する持分相当額 6,274 1,271

その他の包括利益合計 118,177 △5,186

四半期包括利益 184,498 75,451

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 173,471 66,282

非支配株主に係る四半期包括利益 11,027 9,169
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用

後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四

半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調

整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税金等調

整前四半期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

国内
リース

オートモ
ビリティ

スペシャ
ルティ

国際
環境

インフラ
計

売上高

外部顧客に
対する売上高

343,390 262,220 226,637 126,198 44,282 1,002,729 634 1,003,363 － 1,003,363

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

276 691 142 62 0 1,172 295 1,467 △1,467 －

計 343,666 262,911 226,779 126,260 44,282 1,003,901 929 1,004,831 △1,467 1,003,363

セグメント利益 17,298 14,071 24,016 6,630 3,542 65,559 610 66,170 △9,115 57,054

（注）１．「その他」は、報告セグメントに含まれない損害保険代理店事業等であります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の親会社株主に帰属する四半期純利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第２四半期連結会計期間において、株式会社オリコビジネスリース及び株式会社オリコオートリースが連結子会

社から持分法適用関連会社へ移行したため、前連結会計年度末に比べて当第３四半期連結会計期間の報告セグメン

トの資産の金額が国内リース事業にて55,975百万円、オートモビリティ事業にて145,686百万円それぞれ減少してお

ります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

スペシャルティ事業において、航空機リースに関連する資産の減損損失1,831百万円を計上しております。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

国内
リース

オートモ
ビリティ

スペシャ
ルティ

国際
環境

インフラ
計

売上高

外部顧客に
対する売上高

332,948 228,673 247,039 157,212 45,446 1,011,321 507 1,011,829 － 1,011,829

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

306 654 128 161 0 1,251 450 1,702 △1,702 －

計 333,255 229,328 247,167 157,373 45,447 1,012,572 958 1,013,531 △1,702 1,011,829

セグメント利益 17,154 14,843 31,385 9,722 802 73,909 1,343 75,252 △3,215 72,037

（注）１．「その他」は、報告セグメントに含まれない損害保険代理店事業等であります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の親会社株主に帰属する四半期純利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

スペシャルティ事業において、航空機リースに関連する資産の減損損失1,227百万円を計上しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 178,913百万円 194,043百万円

のれんの償却額 3,070百万円 3,766百万円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月７日

東京センチュリー株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 青 木 裕 晃

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 村 誠

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 井 義 大

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている東京センチュリー株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四

半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



東京センチュリー株式会社(8439) 2025年３月期 第３四半期決算短信

11

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


